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１ 基本方針

◆ 県民のくらしと命を守る災害に強いふるさとづくりの推進

◆ 自立した活力ある地域づくりの推進

◆ 地域を支える建設産業の振興

◆ 県民のくらしと命を守る災害に強いふるさとづくりの推進

平成23年に発生した新潟・福島豪雨災害という大災害による被災地
の早期復旧・復興に引き続き最優先で取り組むとともに、県民生活の
安全や利便性の確保のための維持管理や維持補修、県民のくらしと命
を守る社会資本の整備や老朽化対策、防災・減災対策を計画的・効率
的に行っていきます。
・新潟・福島豪雨など大規模災害からの復旧・復興
・社会資本ストックの適確な維持管理と有効活用
・県民のくらしと命を守る道路ネットワークの形成 等

◆ 自立した活力ある地域づくりの推進

各地域のニーズや課題等を的確に把握し、地域バランスに配慮した
地域間競争のツールとしての社会資本の整備を進めていきます。
・新潟の拠点性を向上させる基盤整備の推進
・人にやさしい住環境、生活空間の形成 等

◆ 地域を支える建設産業の振興

建設産業は、多くの中山間地を抱える本県の地域経済の発展と雇用
を支えており、除雪や災害対応等地域において重要な役割を果たして
います。しかしながら、近年続いてきた公共投資の抑制等により、建
設産業を取り巻く経営環境は厳しい状況にあることから、建設産業の
支援に努めていきます。
・技術と経営に優れた企業の育成
・経営革新と新分野進出及び新潟ブランド新技術活用の促進
・建設産業の人材確保・育成

事業の進め方”三方良しの公共事業改革”

段取り良く、工期短縮等により、
「住民良し」「建設企業良し」「行政良し」
三者お互いのＷin-Ｗin関係を目指し、

住民から喜ばれる事業を実施します。

［住 民］早期に利便性が向上
［建設企業］工期短縮により利益率向上
［ 県 ］県民サービスの早期提供
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２　施策体系

・河川災害復旧助成費（公）
・河川災害関連費（公）
・床上浸水対策特別緊急事業費（公）
・河川災害復旧関連緊急事業費（公）
・砂防激甚災害対策特別緊急事業費（公）

・建設関係災害復旧費

・災害防除施設費（公）
・広域河川改修費（公）
・海岸侵食対策費（公）
・通常砂防費（公）
・地すべり対策費（公）
・震災対策橋りょう補修費（単）

重 ・ハザードマップ作成・周知支援事業
重 ・耐震すまいづくり支援事業
重 ・耐震建物づくり支援事業

・砂防総合流域防災対策整備費（公）
　　　（土砂災害警戒区域等指定基礎調査）
・大規模災害対応緊急点検事業
・構造計算適合性判定業務

・道路維持管理費
・河川維持費

 
重 ・社会資本維持管理計画推進費

・橋りょう補修費（公）
・河川管理施設機能確保事業費（公）

・道路改築費（公）
・緊急地方道路整備費（道路）（公）
・緊急地方道路整備費（街路）（公）　※再掲
・道路安全施設費（単）

・道路融雪施設補修費（単）
・克雪すまいづくり支援事業
・雪国の住環境改善検討事業

 
・道路改築費（公）　※再掲
・街路事業費（公）　※再掲
・緊急地方道路整備費（道路）（公）　※再掲
・緊急地方道路整備費（街路）（公）　※再掲

・美しいまちづくり推進事業

・公園整備費（公、単）
・道路安全施設費（単）　※再掲

・街路事業費（公）
・緊急地方道路整備費（街路）（公）
・持続可能なまちづくり推進事業

重 ・「地域を支える建設産業の底力」発信事業

・河川環境整備費（自然再生）（公）
・流域下水道工事費（公、単）
・魚野川流域水資源確保検討事業
・鳥屋野潟、通船川・栗ノ木川浄化費

・流域下水道工事費（公、単）　※再掲

重 ・建設業活性化支援事業
重 ・総合評価方式推進事業

・県内企業への優先発注、県内調達の推進

重 ・建設業活性化支援事業　※再掲
重 ・新技術活用・普及促進事業

重 ・「地域を支える建設産業の底力」発信事業　※再掲
・県内企業への優先発注、低入札対策

※  重は土木部の重点事業
     （公）は一般公共事業、（単）は単独公共事業

人にやさしい住環境、生活空間の形成

美しいふるさとの自然環境の保全、
再生、創出

再生可能エネルギーの活用による循環
型社会の形成

多様な主体が協働する活力ある地域
づくり

広域的な交流・連携
による活力の創造

老朽化が進む社会資本の計画的、
効率的な維持管理・補修・更新

新潟の拠点性を向上させる基盤整備

魅力に満ちた観光立県のための基盤

整備

地域の個性を活かしたコンパクトな都市
づくり

県民のくらしと命を守る災害に強いふるさとづくりの推進

自立した活力ある地域づくりの推進

社会資本ストックの適確な維持管理と
有効活用

美しい県土を保全し、自然災害を未然
に防ぐハード整備

リスクマネジメントの向上を図るソフト
対策

経営革新と新分野進出及び
新潟ブランド新技術活用の促進

技術と経営に優れた企業の育成

地域を支える建設産業の振興

ふるさとの復旧・復興

頻発する豪雨災害など自然災害からの
速やかな復旧

日常生活の
安全・安心の確保

県民のくらしと命を守る道路ネットワーク
の形成

雪によるハンディキャップのない地域
づくり

新潟・福島豪雨など大規模災害からの
復旧・復興

強くしなやかな県土を
つくる防災・減災対策

安全な社会資本を
守る戦略的な維持更新

誰もが活き活きと暮らせる
地域社会の構築

豊かな環境を次世代に
つなぐ持続可能な

地域づくり

建設産業の本業強化と
収益性の確保

建設産業の人材確保・育成
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３ 投資事業のポイント

県民の皆さまが安全・安心に暮らすことができるよう、地域にとって

必要な生活の基盤をしっかりと守るとともに、地域経済の回復基調を確

かなものとするため、Ｈ25補正と一体で切れめなく取組を進めます。

○ 県民の安全安心、地域経済活性化の観点で予算措置
→ 安心して経済活動や生活ができるよう、公共土木施設の

老朽化対策を積極的に推進

○ 豪雨等による再度の被害防止のための取組を着実に推進
→ 頻発する豪雨等から地域を守るための取組を推進

○ 地域経済の基盤となる中小建設業に配慮
→ 県単公共の規模を確保するとともに、地域のニーズに

きめ細かに対応

○ Ｈ26当初に加えてＨ25補正を活用し、一体で切れめの
ない対応
→ Ｈ25補正※を活用し、４～６月における反動減を緩和する

ため、投資事業全体の規模確保

総事業費ベース

〔 〕内：［H26当初］／［H25当初］

〈Ｈ26一般会計・投資事業〉1,047億円〔1.13〕

（※Ｈ25.2月補正一般会計・投資事業 227億円）
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４　予算の概要

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

134,042,562 145,175,573 108.3

92,618,137 104,708,612 113.1

58,379,212 61,885,265 106.0

11,631,000 11,811,000 101.5

 維持補修系事業 7,121,000 7,301,000 102.5

 建設系事業 4,210,000 4,210,000 100.0

 災害関係事業 300,000 300,000 100.0

10,938,526 11,280,060 103.1

4,087,061 3,624,910 88.7

7,582,338 16,107,377 212.4

10,198,745 10,130,276 99.3

14,191,949 12,775,061 90.0

5,510,151 5,788,849 105.1

11,523,580 11,772,775 102.2

14,039,165 13,606,452 96.9

都市開発事業 538,555 320,191 59.5

13,500,610 13,286,261 98.4

(6,166,548) (6,549,716) (106.2)

148,081,727 158,782,025 107.2

歳出予算項別一覧表

（　一　般　会　計　） （単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

10,920,160 11,095,979 101.6

51,800,949 53,805,432 103.9

29,949,984 32,204,117 107.5

11,691,458 11,669,417 99.8

5,520,311 5,617,903 101.8

19,974,823 26,927,161 134.8

129,857,685 141,320,009 108.8

4,184,877 3,855,564 92.1

134,042,562 145,175,573 108.3合　　　計

河 川 海 岸 費

砂　  防    費

都 市 計 画 費

建    築    費

項　　別

土 木 管 理 費

道路橋りょう費

小　　　計

 直轄事業負担金

土木施設災害復旧費

維持管理費

金融的経費（貸付金）等

除雪費

流域下水道事業

（うち投資事業）

特　別　会　計

人件費等

 災害復旧事業（補助）

 一般公共事業

 投資その他

一　般　会　計

投資事業

 単独公共事業

区　　　分

合　　　計
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５ 主要事業の概要
※ 予算額欄の単位は千円

（ ）内は前年度当初予算額

（重点）は土木部重点事業

１ ふるさとの復旧・復興

① 新潟・福島豪雨など大規模災害からの復旧・復興

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

河川災害復旧助成費 10,160,495 平成23年の水害を踏まえた改良工事を実施し、再度災

(7,872,037) 害時の被害軽減を図る。

・五十嵐川ほか５箇所 河川管理課

河川災害関連費 183,220 平成25年の水害を踏まえた改良工事を実施し、再度災

(263,052) 害時の被害軽減を図る。

・七川 河川管理課

床上浸水対策特別緊 2,310,000 慢性的な床上浸水被害を解消するため、緊急的に河川

急事業費 (2,730,000) 整備を行う。

・柿川、十二沢川 河川整備課

河川災害復旧関連緊 525,000 激甚な災害が発生した河川で改良復旧等を行い流量増

急事業費 (630,000) となる場合に、その下流部において影響が発生する区間

で緊急的に河川整備を行う。

・阿賀野川 河川整備課

砂防激甚災害対策特 1,758,750 土石流により災害が発生した一連地区の渓流におい

別緊急事業費 (2,009,700) て、３年間で砂防えん堤等の砂防設備を整備し、土砂災

害から人家、公共施設等を守る。

・三条市塩野渕一ほか 砂防課

② 頻発する豪雨災害など自然災害からの速やかな復旧

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

災害復旧事業

建設関係災害復旧費 3,624,910 豪雨、台風、地すべり等により被災した河川、海岸、

(4,087,061) 道路等の公共土木施設を、発生から３か年で復旧する。

河川管理課

県民のくらしと命を守る災害に強いふるさとづくりの推進
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２ 強くしなやかな県土をつくる防災・減災対策

① 美しい県土を保全し、自然災害を未然に防ぐハード整備

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

災害防除施設費 1,265,190 道路防災総点検を踏まえ、落石等の危険箇所の解消を

（緊急地方道路整備 (1,296,791) 図る。

費実施分を含む） 道路管理課

堰堤改良費 498,948 既設ダムの機能維持と管理の充実を図るため、施設の

(421,310) 更新、改良を行う。

・笠堀ダムほか５ダム 河川管理課

広域河川改修費 6,172,211 災害の未然防止等を図るために行う基本的な防災事業

(6,283,832) で、計画的に河川整備を行う。

・新井郷川ほか 河川整備課

総合流域防災事業費 614,000 流域単位を原則として、包括的に一定計画に基づき河

（河川整備） (385,502) 川整備を行う。

・乙大日川ほか 河川整備課

海岸侵食対策費 749,172 海岸の侵食防止のため、海岸保全施設の新設、改良を

(610,700) 行う。

・竹鼻海岸ほか 河川整備課

海岸高潮対策費 216,590 高潮・波浪による浸水被害の解消を図るため、海岸保

(331,457) 全施設の新設、改良を行う。

・柴町海岸 河川整備課

治水ダム事業費 762,178 洪水調節と河川環境や既得水利権の安定的確保などを

(788,857) 目的としたダム建設を行う。

・鵜川ダム 河川整備課

河川総合開発事業費 2,285,569 洪水調節と河川環境や既得水利権の安定的確保に加

(2,190,691) え、発電、上水道等の諸用水の利用を目的としたダム建

設を行う。

・奥胎内ダムほか２ダム 河川整備課

通常砂防費 1,766,817 砂防えん堤等の砂防設備を整備し、土砂災害から人

(1,623,645) 家、公共施設等を守る。

・糸魚川市西尾野川ほか 砂防課

火山砂防費 114,400 火山地域での火山泥流、土石流等の発生に対して総合

(371,280) 的な対策を実施し、火山対策の万全を期する。

・糸魚川市焼山川ほか 砂防課

地すべり対策費 1,340,640 排水施設、擁壁等の地すべり防止施設を整備し、地す

(1,275,601) べり災害から人家、公共施設等を守る。

・上越市菰立地区ほか 砂防課

急傾斜地崩壊対策費 379,600 擁壁工、法枠工等の急傾斜地崩壊防止施設の設置等を

(379,515) 行い、急傾斜地の崩壊から人家等を守る。

・津南町正面地区ほか 砂防課
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砂防総合流域防災対 1,140,880 流域単位を原則として、土砂災害・雪崩災害対策の施

策整備費（再掲） (934,960) 設整備、土砂災害警戒区域等の指定及び災害関連情報の

提供等のソフト対策を一括して実施する。 砂防課

公園整備費（再掲） 941,739 大災害時の人命の救助等のため、消防・救助・救援活

(969,135) 動の拠点や一時避難地等、都市公園が本来持つ防災機能

を更に向上させる。 都市整備課

単独公共事業

道路防災対策費 143,597 道路防災総点検を踏まえ、落石等の危険箇所の解消を

(103,219) 図る。 道路管理課

震災対策橋りょう補 198,338 既設橋りょうの耐震対策として、落橋防止装置などの

修費 (196,000) 設置や橋脚の補強を行う。 道路管理課

河川施設補修費 174,346 補助事業及び災害採択基準に適合しない小規模な補修

(174,346) 又は緊急に実施する必要のある施設の補修を行う。

河川管理課

海岸施設補修費 102,340 補助事業及び災害採択基準に適合しない小規模な補修

(92,340) 又は緊急に実施する必要のある施設の補修を行う。

河川管理課

河川整備費 518,761 地域に密接に関連する河川において、小規模な改修工

(518,761) 事を行う。 河川整備課

海岸整備費 93,085 地域に密接に関連する海岸において、小規模な護岸及

(93,085) び離岸堤の新設等を行う。 河川整備課

砂防工事費 77,039 補助事業の対象にならない小規模な箇所において、砂

(77,039) 防工事を行う。

・上越市入河沢川ほか 砂防課

砂防設備修繕費 30,784 老朽化した既設の砂防えん堤、渓流保全工を修繕し、

(20,784) 機能の回復を図る。

・妙高市日影沢ほか 砂防課

地すべり防止工事費 62,900 補助事業の対象にならない小規模な箇所において、地

(62,900) すべり防止工事を行う。

・関川村千刈地区ほか 砂防課

急傾斜地崩壊防止工 46,875 補助事業の対象にならない小規模な箇所において、急

事費 (46,875) 傾斜地崩壊防止工事を行う。

・小千谷市千谷川地区ほか 砂防課

集落雪崩対策費 9,497 補助事業の対象にならない小規模な箇所において、集

(9,497) 落雪崩対策工事を行う。

・小千谷市小栗山地区ほか 砂防課

土砂災害緊急事業費 300,000 緊急対応を要する小規模土砂災害に対して、人命・財

(300,000) 産の保護、二次災害の防止及び民生の安定を図るため、

対策工事を行う。 砂防課

公園整備費（再掲） 89,552 大災害時の人命の救助等のため、消防・救助・救援活

(89,552) 動の拠点や一時避難地等、都市公園が本来持つ防災機能

を更に向上させる。 都市整備課
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② リスクマネジメントの向上を図るソフト対策

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

総合流域防災事業 101,172 雨量、河川水位、ダム等のリアルタイム情報を収集、

（ソフト対策） (117,630) 表示するシステムを再構築し、洪水による被害の軽減を

図る。 河川管理課

砂防総合流域防災対 1,140,880 流域単位を原則として、土砂災害・雪崩災害対策の施

策整備費 (934,960) 設整備、土砂災害警戒区域等の指定及び災害関連情報の

提供等のソフト対策を一括して実施する。 砂防課

うち、土砂災害警 733,200 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定な

戒区域等指定基礎 (530,400) ど、土砂災害防止対策に必要な地形や地質、降水、植生

調査 等の状況に関する調査を実施する。 砂防課

大規模災害対応緊急点 5,000 大規模災害発生時に、災害応援協定に基づき(社)新潟

検事業 (5,000) 県建設業協会及び(公社)日本下水道管路管理業協会中部

支部新潟県部会と連携して、県管理公共施設の被災状況

調査を迅速に実施する。 監理課

河川維持費（再掲） 1,116,303 河床に堆積した土砂、河道内や堤防上の雑木等を除去

(1,117,303) し、本来の河積を確保することによって、治水安全度の

向上強化を図る。 河川管理課

ハザードマップ作成・ 18,000 市町村が作成する洪水ハザードマップの基礎資料とな

周知支援事業（重点） (18,000) る浸水想定区域図を作成する。

河川管理課

地すべり防止区域管理 33,862 地すべり災害から人命及び財産の保護を図るため、地

費 (33,090) すべり巡視員の設置及び集水井ポンプの維持管理を行

う。 砂防課

うち、地すべり巡視 26,309 地すべりの早期発見、既設の防止施設の適正管理を図

員設置費 (26,035) るため、地すべり巡視員を設置し定期的に巡視を実施す

る。 砂防課

耐震すまいづくり支援 44,872 住宅の耐震化を促進し、地震時における住宅被害を最

事業（重点） (43,777) 小限に抑えるため、耐震性の低い住宅の耐震診断及び耐

震改修に係る費用の一部を補助する。 建築住宅課

耐震建物づくり支援事 8,706 高い耐震性を確保し、大規模地震発生時の建築物被害

業（重点） (0) を最小限に抑えるため、緊急に安全性を高めていく必要

がある大規模建築物等の耐震診断に係る費用の一部を補

助する。 建築住宅課

災害被災者住宅復興支 9,993,864 災害被災者の住宅再建を円滑に行うため、被災住宅の

援事業 (10,754,744) 再建資金を借り入れた者に対し、金利負担軽減のための

利子補給を行うとともに、一定額以上の借り入れを行う

者に対して低利の上乗せ融資を行う。 建築住宅課

構造計算適合性判定業 11,400 平成19年度施行の改正建築基準法により、一定規模以

務 (15,840) 上の建築物については構造計算適合性判定が必要となっ

たため、構造計算適合性判定機関を指定し、判定業務を

行わせ、建築確認の厳格化を図る。 建築住宅課
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３ 安全な社会資本を守る戦略的な維持更新

① 社会資本ストックの適確な維持管理と有効活用

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

道路維持管理費 3,438,245 県が管理する国県道について、巡回点検を実施すると

(3,477,068) ともに、路面や側溝の修繕等を行い、安全で快適な道路

環境の維持を図る。 道路管理課

河川維持費 1,116,303 河床に堆積した土砂、河道内や堤防上の雑木等を除去

(1,117,303) し、本来の河積を確保することによって、治水安全度の

向上強化を図る。 河川管理課

地すべり防止施設維持 20,573 目詰まりした水抜きボーリングの洗浄、水路工の堆積

修繕費 (21,573) 土砂の撤去、開いた水路目地の修繕等を行い、地すべり

防止施設の機能を回復する。 砂防課

公園維持管理費 802,861 県立都市公園について、適正に管理・運営するととも

(831,586) に、園路や運動施設等の修繕を行い、安全かつ快適な公

園環境の維持を図る。 都市整備課

県営住宅維持補修費 243,639 県営住宅の外壁・屋上防水の改修や設備の更新等を行

(248,875) い、安全で快適な住環境の維持を図る。

建築住宅課

② 老朽化が進む社会資本の計画的、効率的な維持管理・補修・更新

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

橋りょう補修費 1,481,243 橋りょうの補強・補修を行い、安全・安心な道路ネッ

（緊急地方道路整備 (1,435,076) トワークの確保を図る。

費実施分を含む） 道路管理課

河川管理施設機能確 269,265 水門、ポンプ設備、水路橋、河川トンネル等の老朽化

保事業費 (201,300) に伴う更新費用の増大に対して、施設の長寿命化を計画

的に行うことにより、ライフサイクルコストの縮減を図

る。 河川管理課

単独公共事業

砂防設備修繕費 30,784 老朽化した既設の砂防えん堤、渓流保全工を修繕し、

（再掲） (20,784) 機能の回復を図る。

・妙高市日影沢ほか 砂防課

社会資本維持管理計画 50,000 県管理の公共土木施設（道路、河川、公園等）につい

推進費（重点） (0) て、遅延なく維持管理計画を推進するために必要な調査

・設計等を行うとともに、補修結果等のフィードバック

により維持管理計画の一層の充実を図る。 監理課
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４ 日常生活の安全・安心の確保

① 県民のくらしと命を守る道路ネットワークの形成

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

道路改築費 7,518,780 生活圏間を連結する道路、高速交通体系関連道路など

(8,252,615) を重点的に整備し、交通の円滑化を図る。

・国道345号旭橋ほか 道路建設課

交通安全施設費 139,796 交通弱者保護の観点から、通園通学路等を中心に歩道

(106,632) 整備等を行う。 道路管理課

街路事業費（再掲） 444,057 都市内交通の円滑化に資する街路整備を行う。

(423,787) ・諏訪町東本町線、中央通り線

都市整備課

緊急地方道路整備費 12,175,465 地域間の連絡を強化し、ネットワークの形成を促進す

（道路） (10,692,912) る道路を整備する。

・県道上越新井線ほか 道路建設課

緊急地方道路整備費 4,169,856 都市交通ネットワーク形成を促進する街路の整備や、

（街路）（再掲） (3,538,278) 健全な市街地形成に資する面的整備を行う。

・街路事業 槇山町亀貝線ほか11箇所

・組合等土地区画整理事業交付金

上条高畑土地区画整理組合 都市整備課

単独公共事業

一般道路改築費 948,900 住民に最も身近な生活関連道路を整備する。

(948,900) 道路建設課

道路安全施設費 1,326,040 比較的小規模な歩道整備や、防護柵、区画線等の整備

(1,286,000) ・補修を行う。 道路管理課

舗装道補修費 2,133,866 道路交通の安全を確保するため、舗装道路の補修を行

(2,032,190) う。 道路管理課

② 雪によるハンディキャップのない地域づくり

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

雪寒対策機械整備費 643,694 冬期道路交通の確保のため、除雪機械を購入する。

(653,356) 道路管理課

緊急地方道路整備費 12,175,465 雪崩防止施設、地吹雪防止施設等の整備や消雪パイプ

（道路） （再掲） (10,692,912) の更新を行う。

道路管理課
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単独公共事業

雪寒施設整備費 135,413 雪崩防止施設、流雪溝等の整備を行う。

(93,804) 道路管理課

道路融雪施設補修費 1,673,926 消雪パイプ等の補修を行う。

(1,654,240) 道路管理課

道路除雪費 5,788,849 冬期における国県道の交通を確保するため、除雪を行

(5,510,151) う。

・車道除雪延長 4,565.8km 道路管理課

うち、歩道除雪費 455,352 雪道での歩行者の交通安全確保のため、歩道の除雪を

(427,883) 行う。

・歩道除雪延長 1,260.3km 道路管理課

克雪すまいづくり支援 80,520 克雪住宅の整備を促進するため、住宅の克雪化に要す

事業 (79,310) る経費の一部を補助する。 建築住宅課

雪国の住環境改善検討 1,000 雪処理に伴う転落事故の防止等、雪国の住環境改善の

事業 (1,000) ための方策等を検討する。 建築住宅課

１ 広域的な交流・連携による活力の創造

① 新潟の拠点性を向上させる基盤整備

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

道路改築費（再掲） 7,518,780 生活圏間を連結する道路、高速交通体系関連道路など

(8,252,615) を重点的に整備し、交通の円滑化を図る。

・国道345号旭橋ほか 道路建設課

街路事業費（再掲） 444,057 都市内交通の円滑化に資する街路整備を行う。

(423,787) ・諏訪町東本町線、中央通り線

都市整備課

緊急地方道路整備費 12,175,465 地域間の連絡を強化し、ネットワークの形成を促進す

（道路）（再掲） (10,692,912) る道路を整備する。

・県道上越新井線ほか 道路建設課

緊急地方道路整備費 4,169,856 都市交通ネットワーク形成を促進する街路の整備や、

（街路）（再掲） (3,538,278) 健全な市街地形成に資する面的整備を行う。

・街路事業 槇山町亀貝線ほか11箇所

・組合等土地区画整理事業交付金

上条高畑土地区画整理組合 都市整備課

自立した活力ある地域づくりの推進
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② 魅力に満ちた観光立県のための基盤整備

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

道路改築費（再掲） 7,518,780 生活圏間を連結する道路、高速交通体系関連道路など

(8,252,615) を重点的に整備し、交通の円滑化を図る。

・国道345号旭橋ほか 道路建設課

緊急地方道路整備費 12,175,465 地域間の連絡を強化し、ネットワークの形成を促進す

（道路）（再掲） (10,692,912) る道路を整備する。

・県道上越新井線ほか 道路建設課

美しいまちづくり推進 1,622 地域の特色を生かした魅力ある景観づくりを進めるた

事業 (1,622) め、県民の意識啓発を図る景観フォーラムの開催、公共

事業の景観形成への取組などを行う。 都市政策課

２ 誰もが活き活きと暮らせる地域社会の構築

① 人にやさしい住環境、生活空間の形成

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

海岸環境整備費 3,274 海岸の環境整備、海浜利用の促進を目的に海岸保全施

(3,200) 設等の新設を図る。

・窪田海岸 河川整備課

公園整備費 941,739 人々に潤いと安らぎを与え、自然にやさしい県立都市

(969,135) 公園の整備を行う。

・鳥屋野潟公園 都市整備課

既設公営住宅改善費 760,114 既設の公営住宅を改善し、居住水準の向上を図る。

(737,884) ・城南住宅ほか

建築住宅課

単独公共事業

道路安全施設費 1,326,040 比較的小規模な歩道整備や、防護柵、区画線等の整備

（再掲） (1,286,000) ・補修を行う。 道路管理課

公園整備費 89,552 人々に潤いと安らぎを与え、自然にやさしい県立都市

(89,552) 公園の整備を行う。

・鳥屋野潟公園 都市整備課

バリアフリーまちづ 733,448 障害者や高齢者などの円滑な社会参加を実現するため

くり事業 (613,213) に、市町村の福祉のまちづくりと連携し、公共的施設の

※福祉保健部計上 周辺等における歩道整備を行う。 道路管理課

屋外広告物適正化推進 2,321 良好な景観形成のため、屋外広告物適正化対策を推進

事業 (1,965) する。 都市政策課

美しいまちづくり推進 1,622 地域の特色を生かした魅力ある景観づくりを進めるた

事業（再掲） (1,622) め、県民の意識啓発を図る景観フォーラムの開催、公共

事業の景観形成への取組などを行う。 都市政策課
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② 地域の個性を活かしたコンパクトな都市づくり

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

街路事業費 444,057 都市内交通の円滑化に資する街路整備を行う。

(423,787) ・諏訪町東本町線、中央通り線

都市整備課

緊急地方道路整備費 4,169,856 都市交通ネットワーク形成を促進する街路の整備や、

（街路） (3,538,278) 健全な市街地形成に資する面的整備を行う。

・街路事業 槇山町亀貝線ほか11箇所

・組合等土地区画整理事業交付金

上条高畑土地区画整理組合 都市整備課

単独公共事業

街路整備費 281,594 小規模な生活関連街路を整備する。

(281,594) 都市整備課

持続可能なまちづくり 1,537 コンパクトで持続可能な都市づくりを推進するため、

推進事業 (1,537) 都市政策セミナーの開催など市町村の取組への支援を行

う。 都市政策課

長期未着手都市計画道 4,500 社会経済情勢の変化を踏まえ、長期未着手となってい

路見直し事業 (4,500) る都市計画道路の見直しを促進し、適正な都市計画道路

網を再構築する。

・交通現況調査

・道路ネットワークからの検証 都市政策課

③ 多様な主体が協働する活力ある地域づくり

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

「地域を支える建設産 18,073 除雪や災害時の応急対応など、地域を支え暮らしを守

業の底力」発信事業 (17,073) る建設産業の真の魅力と重要性について、住民など多様

（重点） な主体との協働作業、現場見学会や出前講座などにより

県民から理解を深めてもらうと同時に、積極的なパブリ

シティ・広報活動により紹介する。 監理課

３ 豊かな環境を次世代につなぐ持続可能な地域づくり

① 美しいふるさとの自然環境の保全、再生、創出

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

河川環境整備費 32,100 トキの野生復帰を支援するため、餌場となる湿地の創

（自然再生） (32,100) 出など、河川の多様な自然の再生・創出を行う。

・国府川水系ほか 河川整備課
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海岸侵食対策費 749,172 海岸の侵食防止のための海岸保全施設の新設、改良を

（再掲） (610,700) 行う。

河川整備課

うち、白砂青松の 373,472 海岸侵食により白砂青松が失われつつある海岸で、海

創出事業費 (107,400) 岸事業と治山事業が連携し、自然豊かな利用しやすい海

岸環境を創出する。

・桃崎浜海岸、荒浜海岸 河川整備課

流域下水道公共工事 6,450,848 ４流域７処理区の流域下水道の整備を行う。

費 (6,063,402) ・信濃川下流流域下水道 2,858,377

〔流域下水道事業特別会計〕 ・魚野川流域下水道 787,016

・阿賀野川流域下水道 2,707,857

・西川流域下水道 97,598

下水道課

流域下水道県単工事費 44,056 流域下水道事業（一般公共）に併せて流域下水道の整

〔流域下水道事業特別会計〕 (44,056) 備を行う。 下水道課

魚野川流域水資源確保 14,400 清津川分水に関連して、魚野川流域において水資源を

検討事業 (12,400) 確保するための対策を検討する。 河川管理課

鳥屋野潟浄化費 29,946 阿賀野川等から清浄な河川水を導水することにより、

(26,255) 鳥屋野潟の水質改善を図る。 河川管理課

通船川・栗ノ木川浄化 40,001 阿賀野川等から清浄な河川水を導水することにより、

費 (30,022) 通船川及び栗ノ木川の水質改善を図る。 河川管理課

② 再生可能エネルギーの活用による循環型社会の形成

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

一般公共事業

流域下水道公共工事 6,450,848 ４流域７処理区の流域下水道の整備を行う。

費（再掲） (6,063,402) ・信濃川下流流域下水道 2,858,377

〔流域下水道事業特別会計〕 ・魚野川流域下水道 787,016

・阿賀野川流域下水道 2,707,857

・西川流域下水道 97,598

下水道課

うち、消化ガス発 562,734 再生可能エネルギーの有効活用を促進し、下水処理施

電設備整備費 (252,700) 設の維持管理費を削減するため、処理過程で発生する消

化ガス（メタンガス）を利用する発電設備を整備する。

・新潟浄化センターほか 下水道課

流域下水道県単工事費 44,056 流域下水道事業（一般公共）に併せて流域下水道の整

（再掲）〔流域下水道事業特別会計） (44,056) 備を行う。 下水道課
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建設産業の本業強化と収益性の確保

① 技術と経営に優れた企業の育成

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

建設業活性化支援事業 17,258 建設業の経営基盤を強化するために、新分野進出や新

（重点） (19,492) 技術・新工法開発等の経営革新への取組に対して、資金

助成、専門家派遣、セミナー開催等により支援する。

監理課

総合評価方式推進事業 2,815 総合評価方式の推進により、公共事業の品質確保と併

（重点） (2,815) せて技術と経営に優れた地域の建設企業が伸びることの

できる環境形成を図る。 技術管理課

② 経営革新と新分野進出及び新潟ブランド新技術活用の促進

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

建設業活性化支援事業 17,258 建設業の経営基盤を強化するために、新分野進出や新

（再掲） (19,492) 技術・新工法開発等の経営革新への取組に対して、資金

助成、専門家派遣、セミナー開催等により支援する。

監理課

新技術活用・普及促進 20,912 県内の企業が開発した土木・建築分野における新技術

事業（重点） (21,714) をインターネット等で広く情報提供するとともに、県工

事で積極的に活用及び評価を行うことで新技術を普及さ

せ、県内建設産業の技術力向上と経営健全化を図る。

また、特に優れた技術（プラチナ技術）の全国での活

用定着を支援する。 技術管理課

③ 建設産業の人材確保・育成

事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

「地域を支える建設産 18,073 除雪や災害時の応急対応など、地域を支え暮らしを守

業の底力」発信事業 (17,073) る建設産業の真の魅力と重要性について、住民など多様

（再掲） な主体との協働作業、現場見学会や出前講座などにより

県民から理解を深めてもらうと同時に、積極的なパブリ

シティ・広報活動により紹介する。 監理課

地域を支える建設産業の振興
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予　算　規　模

（１）　投　資　事　業

 ア　一般公共事業

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

58,379,212 61,885,265 106.0

道　　　　　路 20,505,088 21,399,909 104.4

河 川 ・ 海 岸 11,389,821 11,085,684 97.3

ダ　　　　　ム 3,400,858 3,546,695 104.3

砂　　　　　防 6,644,701 6,627,254 99.7

街路・区画整理 3,962,065 4,613,913 116.5

公　　　　　園 969,135 941,739 97.2

公　営　住　宅 738,661 766,356 103.7

小　　計 47,610,329 48,981,550 102.9

10,768,883 12,903,715 119.8

6,063,402 6,450,848 106.4

64,442,614 68,336,113 106.0

53,673,731 55,432,398 103.3

 イ　災害復旧事業（補助）

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

4,087,061 3,624,910 88.7災 害 復 旧 事 業

合　　　計

再計(災害関連事業を除く)

区　分

参 考 資 料

災害関連事業

下水道（特別会計）

区　分

一 般 会 計

＜一般会計＞ １，０４７億円（１１３．１％）
＜特別会計＞ ６５億円（１０６．２％）

計 １，１１２億円（１１２．６％）
※（ ）内：［Ｈ26当初］／［Ｈ25当初］
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　ウ　直轄事業負担金

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

5,988,534 6,102,705 101.9

2,738,994 2,791,035 101.9

1,864,730 1,900,160 101.9

316,266 322,275 101.9

10,908,524 11,116,175 101.9

30,002 163,885 546.2

10,938,526 11,280,060 103.1

　エ　単独事業

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

9,742,239 9,902,239 101.6

878,532 888,532 101.1

67,645 67,645 100.0

218,130 228,130 104.6

281,594 281,594 100.0

89,552 89,552 100.0

53,308 53,308 100.0

11,331,000 11,511,000 101.6

(7,121,000) (7,301,000) (102.5)

(4,210,000) (4,210,000) (100.0)

300,000 300,000 100.0

11,631,000 11,811,000 101.5

 オ　投資その他

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

5,205,514 13,894,753 266.9

2,376,824 2,212,624 93.1

7,582,338 16,107,377 212.4

合　　　計

合　　　計

受  託  事  業

県単その他　等

合　　　計

砂　　　　　防

区　分

小　　　計

そ　　の　　他

公　　　　　園

災 害 関 係 事 業

 （ うち建 設 系 事 業 ）

 （ うち維持補修系事業 ）

災　害　復　旧

公　　　　　園

小　　　計

区　分

道　　　　　路

河 川 ・ 海 岸

道　　　　　路

街　　　　　路

砂　　　　　防

ダ　　　　　ム

河 川 ・ 海 岸

区　分

17



（２）　維持管理費

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 対前年度比（％）

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ ［Ｂ／Ａ］

10,198,745 10,130,276 99.3

5,959,840 5,920,415 99.3

 道路維持管理  3,477,068 3,438,245 98.9

 舗装道維持修繕 1,023,106 1,043,436 102.0

 橋りょう維持修繕 613,423 628,423 102.4

 道路融雪施設維持 109,498 109,498 100.0

 そ　　の　　他 736,745 700,813 95.1

1,621,623 1,625,064 100.2

 河  川  維  持 1,117,303 1,116,303 99.9

 海  岸  維  持 21,138 21,138 100.0

 そ   の   他  483,182 487,623 100.9

582,369 572,436 98.3

96,415 98,340 102.0

1,214,907 1,195,164 98.4

671,810 667,243 99.3

26,830 25,830 96.3

24,951 25,784 103.3

5,510,151 5,788,849 105.1

15,708,896 15,919,125 101.3合　　　計

　道 路 除 雪  

　維 持 管 理　

　道　　　　　路

　 砂防・地すべり・急傾斜

　公園・緑地修景

　公　営　住　宅

　用　地　管　理

  そ 　 の　  他

　河　　　　　川

　ダ　    　  ム

区　分
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